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宮城県東松島市の事例から

東北大学･農林水産政策研究所共催シンポジウム(仙台）



１ 東日本大震災と農林水産政策研究所

２ 過去の復興事例

３ 東松島市の被災とその影響

４ 被災地における大規模土地利用型法人の設立

５ 震災からの復興と大規模土地利用型法人の役割

６ むすびに代えて

2

報告の主な内容



１ 東日本大震災と農林水産政策研究所
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報告の主な内容
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農林水産政策研究所のご紹介

◆農林水産省附属の唯一の研究機関）
（自然科学系研究機関は平成１3年に独法化）

◆社会科学系専門研究機関

◆農林水産政策の企画・立案に資する
政策研究を実施

◆霞が関に立地
（平成20年に東京都北区から移転）

東京都千代田区霞が関３-１-１
中央合同庁舎４号館 ９階
ＴＥＬ：03-6737-9000（代表）



場所は農水省近くの合同庁舎
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霞ヶ関にこられた際には、お気軽にお立ち寄りください。



東日本大震災からの復興に関する調査研究の取組

平成２３年４月 震災復興プロジェクト研究チーム発足

平成２３年６月 現地調査開始

平成２４年１月 震災復興シンポジウム(東北農政局共催）開催（仙台）
「東北地域の農山漁村の復興・活性化にむけて」

平成２４年９月 プロジェクト研究資料刊行
｢過去の復興事例の分析による東日本大震災復興への示唆」

平成２４年１1月 震災復興シンポジウム開催（盛岡）
「東北地域の農山漁村の再生・活性化にむけて」

【現地調査】
岩手県：大船渡市、陸前高田市、岩泉町、田野畑村
宮城県：仙台市、石巻市、東松島市、名取市、岩沼市、亘理町、山元町
福島県：相馬市、二本松市



２ 過去の復興事例
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報告の主な内容



雲仙普賢岳の噴火
（1990年）

阪神・淡路大震災
（1995年）

北海道南西沖地震
（1993年）

三宅島雄山の噴火
（2000年）

新潟県中越地震
（2004年）

最近発生した大災害（1990年以降）



過去の復興事例に学ぶ

（出典）農林水産政策研究所「過去の復興事例等の分析による東日本大震災復興への示唆 ～農漁業の再編と集落コミュニティの再生に向けて
～」

2012年9月

■ 大災害により被災地で地域外への避難等もあり人口が減少

■ 被災後の就業の場の不足等により若年層が流出し高齢化が大きく進展

○過去の被災地における被災前後での人口、高齢化率の変化

過去の復興事例に学ぶ
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過去の復興事例に学ぶ

■ 大災害により被災地では農家数も大きく減少

■ 三宅島では6割以上、島原市・旧深江町では5割減少

○過去の被災地における被災前後での農家数、漁業従事者数の変化

（出典）農林水産政策研究所「過去の復興事例等の分析による東日本大震災復興への示唆
～農漁業の再編と集落コミュニティの再生に向けて～」 2012年9月
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過去の復興事例に学ぶ(島原市・旧深江町の農業）

○農家数、耕地面積、農業所得の変化（島原市・旧深江町）

資料：農林水産省「生産農業所得統計」

（出典）農林水産政策研究所「過去の復興事例等の分析による東日本大震災復興への示唆
～農漁業の再編と集落コミュニティの再生に向けて～」 2012年9月

■ 島原市･旧深江町では、被災により農家数が半減する一方、被災を契機に未
整備だった畑地を大規模な畑地団地に造成し、農地を集約

■1戸あたりの農地面積は拡大し、農業所得も増大



３ 東松島市の被災とその影響
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報告の主な内容
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被災前の農業構造(東松島市、以下同じ）

資料：2010年農林業センサス

○被災前の経営規模別農家数と農家以外の農業事業体数(東松島市）

■ 津波で被災した地域では、1～3ha層を中心とする販売農家の割合が高く、
また、5ｈａ以上の農家もおり、一定程度担い手が存在していた

(単位：戸、事業体、％）

旧町村 総農家 自給的農家 販売農家
農家以外の
農業事業体0.5ｈａ

未満
0.5～1.0 1.0～3.0 3.0～5.0 5.0～10.0

10.0ｈａ
以上

東松島市 1,575 449 1,126 122 269 514 111 89 21 20

赤井村 304 102 202 8 41 96 27 28 2 4

大塩村 192 44 148 9 29 74 14 15 7 -

矢本町 509 139 370 36 79 176 42 30 7 4

野蒜村 133 49 84 12 25 40 3 3 1 7

小野村 328 77 251 30 57 122 25 13 4 4

宮戸村 109 38 71 27 38 6 - - - 1

東松島市 100.0 28.5 71.5 7.7 17.1 32.6 7.0 5.7 1.3 -

(構成比） 赤井村 100.0 33.6 66.4 2.6 13.5 31.6 8.9 9.2 0.7 -

大塩村 100.0 22.9 77.1 4.7 15.1 38.5 7.3 7.8 3.6 -

矢本町 100.0 27.3 72.7 7.1 15.5 34.6 8.3 5.9 1.4 -

野蒜村 100.0 36.8 63.2 9.0 18.8 30.1 2.3 2.3 0.8 -

小野村 100.0 23.5 76.5 9.1 17.4 37.2 7.6 4.0 1.2 -

宮戸村 100.0 34.9 65.1 24.8 34.9 5.5 - - - -
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被災前の農業構造

資料：2010年農林業センサス

○被災前の経営耕地面積の主体別シエア(東松島市）

■ 地域によっては農家以外の農業事業体にかなりの農地が集積されており、
旧野蒜地区では5割を超えていた

(単位：ha、％）

旧町村

経営耕地面積 シエア

計 自給的農家 販売農家
農家以外の
農業事業体

計 自給的農家 販売農家
農家以外の
農業事業体

東松島
市

3,004 79 2,489 436 100.0 2.6 82.9 14.5 

赤井村 623 17 521 86 100.0 2.7 83.6 13.8 

大塩村 447 7 440 0 100.0 1.6 98.4 0.0 

矢本町 955 25 846 84 100.0 2.6 88.6 8.8 

野蒜村 280 9 127 145 100.0 3.2 45.4 51.8 

小野村 628 14 512 102 100.0 2.2 81.5 16.2 

宮戸村 72 8 45 20 100.0 11.1 62.5 27.8 
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被災による影響

■人口 43,235人 42,903人 39,518人
▲0.8％ ▲7.9％

■高齢化率 20.5％ 23.2％
2.7ポイント

■総農家数 1,955戸 1,575戸
▲19.4％

■販売農家数 1,494戸 1,126戸
▲24.6％

平成17年 平成22年 平成27年

資料:国政調査、農林業センサス、農業センサス
注：平成27年の人口は速報値、平成17年の総農家数、販売農家数は旧矢本町と旧鳴瀬町を合計したものである。
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津波による被災と農地復旧

農地総面積 3,349ha

津波被害農地面積 1,460ha

被害率 43.6％

(単位：ha、％）

再開面積 再開累計面積 復旧割合

平成23年産 51 51 3.5 

24年産 676 727 49.8 

25年産 108 835 57.2 

26年産 66 901 61.7 

27年産 26 927 63.5 

28年産 153 1,080 74.0 

○農地の復旧状況

(資料）東松島市役所資料
(注）再開面積は災害復旧工事の面積。復旧割合は津波被害の農地面積に

閉める再開面積の割合である。平成27年産以降は見込み数値。
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○農業の継続意向

被災者の意向（農業の継続）

資料:『東松島市復興街づくり計画』(2011年）
注：平成23年7月に実施された｢震災からの復興街づくりに関するアンケート」の結果。被災前に農業に従事していた世帯に対する調査。

■ 平成23年7月に実施されたアンケートでは、被災前に農業に従事していた世帯
のうち4割近くが農業を「続けない」意向であった

■ ただし、｢検討中」とする者も同程度あり、市では生産基盤や生産条件が整えば
農業を継続したいとする意向が増えていくものと予想していた
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○今後の居住意向

被災者の意向（居住地）

資料:『東松島市復興街づくり計画』(2011年）
注：平成23年7月に実施された｢震災からの復興街づくりに関するアンケート」の結果。

■ 居住地については、37.5％の世帯が 「震災前と同じ場所･地域」に住みたいと
回答する一方、42.9％の世帯が「市内の別の場所」に住みたいという意向で
あった

■ ｢市外の別の場所」に住みたい世帯（ 15.7％） とあわせると6割近くの世帯が
被災前の居住地に戻らず、別の場所での居住を希望していた
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農業復興に向けての計画

■ 東松島市では、平成23年12月26日に「東松島市復興まちづくり計画」を策定し、
その中で農業・林業・漁業の再生と復興に向けた取組の方向が示された

■ 農業については、以下の点があげられた。
・農業施設や排水施設の早期復旧
・農業生産組織の共同化
・農地の集約化とほ場の大区画化
・施設園芸等による複合経営化

■ また、農業、漁業、観光を融合した地域の新しい魅力づくりに向けて
・農漁業体験、地元の食でのもてなし
・直売所や市（いち）の開設
・農家･漁家レストランの開業
・農・漁・観光の素材を組み合わせた地域ブランドの創出
などが示された。
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災害公営住宅の整備計画

■ 市では1,010戸の災害公営
住宅を沿岸部から離れた場所
等市内16ヶ所に建設を計画

■ 平成27年11月時点で約6割
（574戸）が整備され、入居して
いるが、すべて整備するには
29年度までかかる予定



４ 被災地における大規模土地利用型法人
の設立
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報告の主な内容
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大規模土地利用型法人の設立

（有）アグリードなるせ
（旧野蒜村）

（株）サンエイト
（旧小野村）

（株）パスカファーム立沼
（旧矢本町）

（株）めぐいーと
（旧矢本町）

（株）ぱるファーム大曲
（旧矢本町）

○東松島市の大規模土地利用型法人（調査対象）

資料:『東松島市復興街づくり計画』(2011年）に加筆
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既存大規模土地利用型法人（（有）アグリードなるせ）

■ 震災前から法人化し大規模経営を展開。震災により農業の継続を断念する農家
が増加する中で、震災後2倍に規模拡大。これにあわせて機械施設を増強

■ 震災後、野菜を導入するとともに、6次産業化総合事業計画の認定(Ｈ25年10月）
を受け農産物加工場を建設して6次産業化に取り組むなど、積極的に経営を多角化

○震災前と震災後の変化

資料：ヒヤリング調査を基に作成

震災前 震災後（平成27年）

地域
農家数 81戸、1法人 3戸、1法人

区画面積 50a～１ha 50a～1ha

組織

組織形態 有限会社(Ｈ18年） 有限会社

構成員 14名 13名

就業者 構成員5名、職員4名 構成員5名、職員9名、パート

経営面積 53ha 100ha

主な作目 水稲、麦、大豆
水稲、大豆、麦、トマト、はくさい、キャベツ、と
うもろこし、ばれいしょ等

農業機械
トラクター1台（50ｐｓ）
田植機1台(8条）

コンバイン3台(汎用、6条、4条）

トラクター5台（95ｐｓ×2、75ｐｓ、50ｐｓ、32ｐｓ）
田植機2台(8条×2）

コンバイン5台(汎用×2、6条×2、4条）
ラジコンヘリ1台
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既存大規模土地利用型法人（（株）サンエイト）

資料：ヒヤリング調査を基に作成

○震災前と震災後の変化

■ 震災前から水稲生産組合を法人化し大規模経営を展開。震災により農業の継
続を断念する農家が増加する中で、震災後2倍に規模拡大。これにあわせて機械
施設を増強

■ 新たに職員を採用するとともに、ハウスいちごを導入するなどにより作業の
周年化と収益の向上を図っている

震災前 震災後（平成27年）

地域
農家数 100戸、１法人 4戸、1法人

区画面積 50a 1ha

組織

組織形態 株式会社(Ｈ19年） 株式会社

構成員 8名 8名

就業者 構成員8名 構成員8名、職員3名、パート

経営面積 50ha 110ha

主な作目 水稲(酒米含む）、大豆 水稲(酒米含む）、大豆、枝豆、ハウスいちご

農業機械

トラクター2台（55ｐｓ、45ｐｓ）
田植機2台(8条×2）
コンバイン1台(汎用）

ラジコンヘリ1台

トラクター4台（75ｐｓ×2、56ｐｓ、46ｐｓ）
田植機3台(8条×3）

コンバイン4台(汎用×2、6条×2）
ラジコンヘリ1台
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新設大規模土地利用型法人（（株）ぱるファーム大曲）
）

資料：ヒヤリング調査を基に作成

○震災前と震災後の変化

■ 震災前は個別経営が中心であったが、地域の担い手として転作組合の法人化を
検討していた。ほ場整備事業の工事完了直前に被災。農地の復旧に合わせて大
区画化するとともに、被災を契機に話し合いを進め平成24年12月に法人を設立。
2５年産から営農を開始

■ 新たに職員を採用するとともに、露地野菜、ハウストマトを導入するなどにより
作業の周年化と収益の向上を図っている

震災前 震災後（平成27年）

地域
農家数 165戸 20戸程度、1法人

区画面積 10a 1ha以上（最大3ha)

組織

組織形態 転作組合(Ｈ19年） 株式会社（Ｈ24年12月）

構成員 14名 4名

就業者 14名 構成員3名、職員3名、パート

経営面積 40ha 84ha

主な作目 大豆 水稲、大豆、ねぎ、ミニトマト等

農業機械 コンバイン1台(汎用）
トラクター3台（95ｐｓ×2、75ｐｓ）

田植機2台(8条×2）
コンバイン1台(汎用）
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新設大規模土地利用型法人（（株）めぐいーと）

資料：ヒヤリング調査を基に作成

○震災前と震災後の変化

■ 震災前は個別経営が中心で、農地整備も遅れていた地域であったが、農地の
復旧に合わせて大区画化された。平成25年11月に法人を設立し、26年産から営
農を開始

■ 新たに職員を採用するとともに、露地野菜、ハウストマトを導入するなどにより
作業の周年化と収益の向上を図っている

震災前 震災後（平成27年）

地域
農家数 200戸程度 100戸程度、1法人

区画面積 10a 1ha

組織

組織形態 - 株式会社（Ｈ25年11月）

構成員 - 6名

就業者 - 構成員6名、職員5名、パート

経営面積 - 129ha

主な作目 - 水稲、大豆、ねぎ、ミニトマト等

農業機械 -

トラクター4台（95ｐｓ×2、75ｐｓ、50ｐｓ）
田植機5台(8条×4、6条）
コンバイン2台(汎用）

ラジコンヘリ1台
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新設大規模土地利用型法人（（株）パスカファーム立沼）
）

資料：ヒヤリング調査を基に作成

○震災前と震災後の変化

■ 震災前は個別経営が中心で、農地整備も遅れていた地域であったが、農地の
復旧に合わせて大区画化された。平成25年12月に集落単位で法人を設立し、
26年産から営農を開始。

■ 労働力は会社の構成員が基本で、露地野菜、ミニトマトを導入するなどにより
作業の周年化と収益の向上を図っている

震災前 震災後（平成27年）

地域
農家数 44戸(農協組合員数） 4戸、1法人

区画面積 10a 1ha

組織

組織形態 転作組合 株式会社（Ｈ25年12月）

構成員 - 6名

就業者 - 構成員3名(農繁期6名）、パート

経営面積 - 45ha

主な作目 - 水稲、大豆、ねぎ、はくさい、ミニトマト等

農業機械 -

トラクター2台（75ｐｓ×2）
田植25台(8条×2）

コンバイン3台(汎用、6条×2）
ラジコンヘリ1台



５ 震災からの復興と大規模土地利用型法人
の役割

28

報告の主な内容
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被災地の復興と土地利用型法人の役割

法人に期待される４つの機能

○地域農業の復興・発展

○農地等地域資源の維持･管理

○地域コミュニティの維持･再生

○地域社会の活性化
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被災地の復興と土地利用型法人の役割

資料：ヒヤリング調査を基に作成

○法人の状況（平成27年）

■ 津波による被災地域では、震災前は個別経営が中心で農地整備も遅れていた
地区も含め、震災後は大区画化されたほ場で、45ha～129haの大規模経営が実現

■ いずれの法人も、こうした環境の下で、復興支援対策を活用しながら、作業の効
率化（機械施設の増強）、労働力の拡充（職員、パートの採用）、作業の周年化（新
規作目の導入）により、収益の向上・安定化を図っている

(有）アグリードなるせ (株）サンエイト (株）ぱるファーム大曲 (株）めぐいーと (株）パスカファーム立沼

設立時期 平成18年 平成19年 平成24年 平成25年 平成25年

圃場区画 50a～1ha 1ha 1ha 1ha 1ha

経営規模 100ha 110ha 84ha 129ha 45ha

主な作目
水稲、大豆、麦、トマト、はく
さい、キャベツ、とうもろこし、
ばれいしょ等

水稲(酒米含む）、大豆、枝豆、
いちご

水稲、大豆、ねぎ、ミニトマト
等

水稲、大豆、ねぎ、ミニトマト
等

水稲、大豆、ねぎ、はくさい、
ミニトマト等

就業者 構成員5名、職員9名、パート 構成員8名、職員3名、パート 構成員3名、職員3名、パート 構成員6名、職員5名、パート
構成員3名(農繁期6名）、

パート

直藩 乾田1/2、湛水1/2 湛水 乾田 乾田 -

契約栽培 ばれいしょ 酒米

6次産業化 米麦加工品 - - - -
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被災地の復興と土地利用型法人の役割

資料：ヒヤリング調査を基に作成

○法人の抱える課題等

■ 法人の機械施設はリース方式によって整備され、その金額は相当な額に上る
が、減価償却資産でないため、更新のための資金確保(経営基盤強化準備金の
積立）が課題となっている。また、更新時期が一時期に重なってくる可能性もある

■ また、規模拡大や野菜等の導入にともない社員やパートを雇用しているが、こ
れまで雇用の経験がなく、人材の確保や労務管理、さらには、部門制の導入等、
経営の安定化に向けた会社のマネジメント体制の確立も重要な課題

■ 6次産業化への取組の意向は有しているものの、本業である農業がいまだ不
安定な段階にあることもあり、実際に取り組み始めたのは1法人のみ

■ 夏場の重労働となるけい畔の草刈は、大区画化や機械化により軽減が図られ
ているものの、地権者の高齢化等により、課題となるおそれがある

(有）アグリードなるせ (株）サンエイト (株）ぱるファーム大曲 (株）めぐいーと (株）パスカファーム立沼

経営上の
課題

地力低下
暗渠整備
資金調達(規模急拡大）
農業関係役員活動

資金調達（機械更新用）

新規作目の安定化
社員の確保
労務管理(パート）
会社のマネジメント体制

圃場の集約
資金調達（機械更新用）

高齢化による借地の増大
乾田直藩の導入

けい畦の草刈 法人で実施
地権者への出役義務付

け
パートを雇用 地権者の高齢者を雇用 法人で実施
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被災地の復興と土地利用型法人の役割

資料：ヒヤリング調査を基に作成

■ 従来集落で取り組んでいた農道の管理などの共同活動は、地域資源保全を目
的とした組織を立ち上げ、多面的機能支払いを活用して対応しているが、被災に
より居住地が離れることにより、取組への影響が懸念される。
こうした中で、(有）アグリードなるせの地域では、地域の非農家や医療･福祉機

関等も参加した地域資源保全組織を設立している

■ また、居住地の移転にともない、近くに住む住民が減少することにより、それま
で集落で行ってきた行事等のコミュニティ活動の継続が困難になるおそれもある

○法人とコミュニティ活動

(有）アグリードなるせ (株）サンエイト (株）ぱるファーム大曲 (株）めぐいーと
(株）パスカファーム立

沼

農道の管理等
の共同活動

地域資源保全組織 地域資源保全組織 地域資源保全組織 地域資源保全組織 地域資源保全組織

コミュニティ活
動

｢福幸際」の開催
(自治会と共催）

イチゴ狩りに招待
集落のお祭りで野菜販

売
- -



６ むすびに代えて
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報告の主な内容
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むすびに代えて

■ 東松島市では津波で大きな被害を受け、被災地では人口や農家が大きく減少
する中で、農地の復旧、大区画化、農地の集積が進められた。そうした中で、既
存の法人の急激な規模拡大や、大規模農地を経営する土地利用型法人が震災後
に新たに設立された

■ 大規模土地利用型法人は、機械施設のリース制度をはじめとする国、宮城県等
の復興支援対策を活用しながら、大規模機械施設の整備や複合化を進め、作業
の効率化、労働力の拡充、作業の周年化を図ることにより、収益の向上を目指し
ている。また、新たに職員を雇用するなど地域の就業機会の創出にも貢献している

■ 他方で、 経営の安定化に向けた経営上の問題として、リース方式によって整備
された機械施設更新のための資金確保や、これまで経験していない雇用労働への
対応をはじめとする会社のマネジメント体制の確立が課題となっている

■ こうした経営上の課題や新たな取組の課題には、どの法人にも共通しているも
のも多いことから、法人間での情報共有とともに、市、農協、普及所等関係機関が
連携したサポートが重要と考えられる



35

むすびに代えて

■ また、6次産業化への取組については、本業である農業がいまだ不安定の段階
にある中で、実際に取り組み始めたのは1法人のみであるが、今後の地域の農業
所得の増大や雇用拡大に向けては、農業の経営安定を図りつつ、多様な6次産業
化への取組も重要である

■ 他方で、農家の減少や地域住民の減少にともない、地域コミュニティも大きく変
化することが予想されるが、コミュニティの再生に向けて、法人が核となって、地域
の多様な組織･機関と連携しながら、新しい活動にも積極的にチャレンジして、コミ
ュニティ活動の維持、地域社会の構築を図っていくことが期待される

■ こうした農業経営の安定化、6次産業化の取組、地域コミュニティの再生を図り
ながら、「東松島市復興まちづくり計画」で示された地域資源を生かした観光と連
携した新たな取組も期待される。その場合、法人、地域住民、関係機関が連携し
て地域ぐるみの取組を進めることが重要と考えられる



ご清聴ありがとうございました。
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